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神　定　修　一
「共和制は…永久平和という望ましい成果を実現する可能性を備えた体制でもある。…幸運な力によって、
ある啓蒙された強力な民族が、共和国を設立したとしよう。すでに述べたように共和国はその本性から永遠
平和を好む傾向があるので、この国がほかのすべての諸国を連合させる結合の要になるはずである。そして
ほかの諸国と手を結び、国際法の理念にしたがって、諸国家の自由な状態を保証し、この種の結合を通じて
連合が次第に広い範囲に広がるのである。」イマヌエル・カント『永久平和のために』（１）
「われわれの目的は、世界の暮らしのなかで、利己的で専制的な権力に反対する平和と正義の原則を立証し、
今後これらの原則の遵守を保障するための目的と協調を、世界の真に自由かつ実の諸国民の間に樹立するこ
とであります。…われわれは…世界の究極的平和のために…世界の人民の解放のために、大小の国々の権利
のために、人びとがいかなる場所でもみずからの生活と服従の方法を選択しうる基本的権利のために、われ
われは喜んで戦います。世界は民主主義のために安全にされねばなりません。」ウッドロー・ウィルソン『対
独宣戦教書』（２）
　冷戦終結後20年になろうとする今日において、依然として国際社会は混迷の度合いを深め
ており、世界は平和の理想に程遠い状況にある。そのような中、とりわけここ数年来、アメ
リカは覇権的地位の維持を追及するあまり、単独行動主義に走り、却ってその威信の低下を
招いた。国際協調を指導すべき覇権国が安全保障を口実に国際秩序を乱し、世界を不安に陥
れたのである。しかし、アメリカの単独行動主義は決して、ジョージ・W・ブッシュ大統領
の発明によるものではなく、むしろ、本来アメリカに内在する孤立主義とナショナリズムに
深く根差している衝動なのである。アメリカ外交は国際協調主義と孤立主義といった二つの
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相反する衝動の間を揺れ動いてきたが、今日の事態はグローバル化された世界における新た
な局面をもたらしていることも事実であろう。つまり、冷戦の「勝利」にもかかわらず、「相
互依存」の深化に伴うアメリカの相対的地位の低下が、自国の利益を優先させる「帝国主義
的」とも言える政策を余儀なくさせたのである。かつて、国際協調主義を掲げ、「国際連合」
の創設に関わったアメリカのリーダーシップは覇権国としての揺るぎない自信と責任感に裏
打ちされていた。この意味でも、アメリカの単独行動主義はまさしくアメリカの覇権の揺ら
ぎを示している。グローバル化された世界におけるアメリカの覇権のあり方が今日問われて
いるのである。
　世界経済が安定した成長を遂げ繁栄へと向かっていた1950年代から60年代はパックス・ア
メリカーナの時代と呼ばれ、これはアメリカが世界に安全保障と国際システムの枠組みを提
供することによって形成された。このことから「世界に一定の秩序を与えるためには、優越
する力、すなわち覇権国が必要なのではないかとの見方が生まれた。」（３）アメリカは第二次
世界大戦の終結以降、今日に至るまでその覇権的地位を維持することを重視してきたが、以
前にはそのような重責を担う意図を持ってはいなかった。モンロー主義に見られるようにア
メリカは伝統的に孤立主義的であり、他国に干渉することもされることも好まなかった。第
一次世界大戦の惨禍を経験して初めて国際紛争を防止する理想主義的手段、すなわち、カン
トの「平和連盟」の構想に基づいた国際連盟の創設を向けてリーダーシップを発揮する機会
を得たのである。しかし、ウィルソン大統領の呼びかけによって創設された国際連盟に当の
アメリカは国民の反対によって加盟しなかった。というのも、第一次世界大戦への参戦によ
って、近代戦の悲惨さを経験したアメリカ国民はウィルソンの意思とは裏腹に、もはやヨー
ロッパの問題に関わりたくないという孤立主義的な傾向を強め、侵略に対する連帯義務を規
定する連盟規約を受け入れることができなかったのである。折しも、アメリカはフォード主
義やテイラー主義といった技術革新によって「世界の工場」としての地位を確立しており、
それが可能にした国民的な消費主義、すなわち「アメリカ式生活様式」を社会に普及し始め
ていた。言い換えれば、国民の関心は海外ではなく、1920年代末に未曾有の繁栄を迎えるこ
とになる国民生活の豊かさに向けられていたのである。こうした国際主義に対する国民の無
関心のために、アメリカは1930年代の大恐慌、世界的なブロック経済への流れ、ファシズム
の台頭といった第二次世界大戦へと連なる危機的状況に対し、予防的対応をとることができ
なかった。やがて、第二次世界大戦が勃発し、フランスがドイツに蹂躙され、ロンドンが爆
撃を受けている最中ですら、アメリカ国民は参戦に意欲的ではなかったのである。業を煮や
したフランクリン・D・ルーズベルト大統領は、1941年１月に「四つの自由」（言論・表現
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の自由、信仰の自由、欠乏からの自由、恐怖からの自由）の尊さを議会に向けて訴えたが、
国民が一致団結して自由を守るための戦争の決意をするのは真珠湾への奇襲攻撃を受けてか
らのことであった。大英帝国を凌駕する世界最大の工業生産力を誇る新興大国となっていた
にもかかわらず、国際情勢の危機にあってイニシアチブをとらなかったという悔恨が、国際
問題に積極的に関与する第二次世界大戦後の覇権国としてのアメリカを生んだのである。
　戦後のアメリカは自由主義国家間の相互依存による安全保障体制の構築のために国際連合
を創設し、各国がブロック経済に走らないよう自由貿易体制の確立に努め、みずから自由主
義の盟主となった。自由主義を守ることが戦争の予防となり、ひいてはアメリカの利益とな
るというウィルソンの認識は戦後のアメリカ外交へと生かされ、党派を超えルーズベルトか
らトルーマンへと引き継がれた。従って、国際法を尊重する自由主義国家群による平和維持
と自由貿易による経済発展を柱とするアメリカの戦後世界構想がソビエト共産主義の拡張主
義によって危機に晒された時、覇権国としてアメリカはこの全体主義の脅威に対抗する重荷
を積極的に担うことになった。1947年、ソ連を後ろ盾にした社会主義勢力がギリシャとトル
コの自由主義体制を脅かした際、トルーマンは議会に向けて、「我々はただちに断乎たる行
動をとらねばならない」と呼びかけた。彼は言う、「合衆国の外交政策の主要目的の一つは、
われわれおよび他の諸国民が、圧制に脅かされることなく生活できる条件をつくりだすこと
にある。…諸国民の、圧制に脅かされることのない平和な発展を可能にするため、合衆国は
国連創設に指導的役割を果たした。私は、武装した少数者または外部の圧力による征服の企
てに抵抗している自由な諸国民を支援することが、合衆国の政策でなければならないと信じ
る。」（４）このトルーマン宣言は国民の共産主義に対する恐怖感と理想主義的な自由の守護者
としての使命感に訴えることによって全体主義の脅威に対する国民的団結をもたらしたが、
これ以後、「封じ込め」政策によって対決姿勢を強めたアメリカは、絶えずソ連との間で、
大規模で危険な軍事競争に巻き込まれることとなる。1945年の時点で世界で唯一、究極の兵
器であった原子爆弾を手にし、圧倒的な軍事力と戦時に拡大した経済力を背景に覇権的地位
についたにもかかわらず、アメリカは息つく間もなく「冷戦」と呼ばれる新たに地球規模の
戦争を戦う羽目になった。第二次世界大戦中にルーズベルトはスターリンを信頼し、ファシ
ズムとの闘いを通じて結びついた米英ソの大国協調に基づく「一つの世界」に世界平和の夢
を託したが、ほんの数年後のトルーマン政権にあって、世界は「東西」に分断された二極構
造を露わにすることとなった。しかし、皮肉にも「ファシズムの脅威」に取って換わるソ連
の膨張主義の脅威があったからこそ、西側諸国は自由主義の擁護者としてのアメリカのリー
ダーシップを歓迎したのだった。
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　「冷戦」とは単なる軍事的・政治的対立ではなく、人びとの価値観をめぐる文化・イデオ
ロギー的な闘争であった。だからこそ人々は社会主義体制と自由主義体制の選択をめぐり、
世界各地で政治的対立ないしは武力衝突を引き起こし、米ソ超大国もまた地政学的な優位を
めぐって幾度となく地域紛争に介入した。米ソは直接戦火を交えることはなく、また核兵器
が戦後世界で使用されることはなかったが、それはＭＡＤ（相互確証破壊）の理論とそれを
有効にするのに十分な核兵器によって軍事的均衡を維持し続けていたためであった。米ソの
軍事的均衡状態によって平和が保たれていたという現実の中で、アメリカはとりわけベトナ
ム戦争以降、その理想主義を捨て、共産主義の中国との国交樹立、ソ連とのデタントによっ
て、「敵」との共存を目指すようになっていた。しかし、1979年にソ連がアフガニスタンに
侵攻すると、これに脅威を抱いたアメリカ国民は1981年「強いアメリカ」の理念を打ち出し
たロナルド・レーガンを大統領に選んだ。彼はソ連との軍拡競争に最終的勝利をおさめるた
めに弾道ミサイル防衛システムである戦略防衛計画（ＳＤＩ）に着手すると共に、自由主義
の盟主としてのアメリカの伝統的理想像を国民に喚起したのである。レーガンは就任演説で
言った、「われわれのシステムと力の源泉である理想主義とフェアプレーの精神でもって、
われわれは強く、繁栄し、アメリカ自身と世界を平和にするアメリカを作り上げることがで
きる。われわれは再び、現在自由をもってない人々に対して自由の手本となり、希望のかが
り火となることだろう。…自由の敵、潜在的に対抗するようなものに対しては、アメリカ国
民がもっとも望んでいるのは平和だということを知っておいてほしい。われわれは平和のた
めに交渉するし、犠牲を払う。ただわれわれは、未来永劫に平和のために降伏することはな
いだろう。」（５）1983年から89年までに170億ドルを費やしたＳＤＩ計画は、アメリカの大規模
な財政的負担を強いるものであったが、これはレーガンにとって核戦争の脅威を除去する「切
り札」であった。長年の軍拡競争と硬直した社会主義システムによって危機的状況にあった
ソ連経済はもはやこれに対抗できず、1987年、ソ連は1977年以降配備し始めた中距離核戦力
の全廃に合意せざるを得なかった。これでヨーロッパは核の脅威から解放された。書記長で
あったゴルバチョフは、ソ連国内においてもグラスノスチおよびペレストロイカを推し進め、
この経済・行政改革が、自由化・民主化の波となって東欧へと広がり、民族問題にも火をつ
けながら、東欧ブロックの解体、1989年のベルリンの壁崩壊、1991年のソ連の消滅を連鎖的
に引き起こした。
　レーガン大統領が「悪の帝国」呼んだ全体主義国家ソ連が滅び、40年間におよぶ冷戦が終
結した時、イデオロギーによって分断された世界が一つとなり、真に平和が訪れたと思われ
た。共産主義体制下の社会主義統制経済が破綻したことはすなわち資本主義経済とそれを生
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み出した西欧自由主義社会とその価値観の完全勝利と考えられたのである。1989年に発表さ
れたフランシス・フクヤマの論文「歴史の終わり」は米国を中心とする自由主義諸国の全体
主義に対する歴史的勝利の達成感を表現していた。フクヤマは「リベラルな民主主義が『人
類のイデオロギー上の進歩の終点』および『人類の統治の最終の形』になるかもしれないし、
リベラルな民主主義それ自体がすでに『歴史の終わり』なのだ」と述べた。世界史における
共産主義に対する自由主義の勝利は、フクヤマにとって、「世界の歴史とは『自由』の意識
の進歩にほかならない」というヘーゲルの言葉を裏づけているのである。（７）歴史はすでに運
命づけられた終末（目的）へと向かって不可逆的に進行するというユダヤ・キリスト教的世
界観に従えば、理想の実現とはまさに歴史の終点（約束の地あるいは神の国）であろう。人
類の出現以来、父権制部族社会、古代国家の神権政治、君主制国家の専制政治や寡頭政治の
後に登場した自由民主主義は、20世紀の二つの世界大戦において帝国主義とファシズムとの
闘いに勝利し、そして冷戦においてマルクス・レーニン主義の挑戦を退けた。「リベラルな
民主主義」に対抗するイデオロギーはもはや存在しない以上、イデオロギー闘争を通じての
人類の弁証法的な発展としての歴史は終わったとフクシマは考える。彼によれば、さらに進
歩の到達点、すなわち自由民主主義を手中にした諸国民は平和を好み、「リベラルな民主主
義国同士が互いに対して、帝国主義的な行動をとったりはしない」し、「これは過去二百年
の歴史の経験からいっても、かなり確かな事実である。」つまり、フクヤマにとって、カン
トの構想した「すべての戦争を永遠に終わらせる」「自由な国家の連合」は夢物語ではない。
しかし、現実には冷戦が終結した後も、非民主的な国家（「歴史的世界」）は存在するので、
リベラルな民主主義国（「脱歴史的世界」）はそれらの国々との間での戦争に巻き込まれる可
能性がある。彼は言う、「特定の国の発展段階に応じて起こる多種多様な宗教的、民族的、
そしてイデオロギー的衝突によって世界は相変わらず引き裂かれたままに残るはずだ。」し
かし、それでもなお「自由」へと向かう歴史のプロセスには「世界のすみずみまでリベラル
な民主主義を広げていく可能性が秘められている」し、「アメリカやその他の民主主義国家は、
世界の民主主義の勢力範囲を維持することと、可能かつ穏当だと思われる地域へ民主主義を
普及させることに長期的な意味での関心を払っている。」それ故、「脱歴史的世界は着実に拡
大し、ますます平和と繁栄を謳歌していくはずなのだ。」フクヤマにとって、民主主義のグロ
ーバル化は必然的に「進歩」へと向かう歴史のプロセスの中に組み込まれているのである。（８）
　しかし、現実主義者の目から見れば、歴史は常に進歩に向かっているとは言いがたい。ジ
ョン・ルイス・ギャディスも言うように、「市場資本主義と民主主義政治が冷戦で勝利した
からといって、それだけでは今後もそうあり続けることの保証にはならない。」（９）実際、ソ
54　和洋女子大学紀要　第49集（人文系編）
連の軍事的弱体化とその崩壊は、世界各地において民主化要求のみならず、国家を分裂させ
る民族主義運動や権威主義的政府による独裁政治を勢いづかせた。ベルリンの壁が崩壊した
翌年の1990年に、サダム・フセインはクウェートに侵攻し、湾岸戦争が勃発した。冷戦の終
結によって、以前は米ソのいずれかの拒否権の行使によって機能を妨げられてきた安全保障
理事会はイラクに対する武力行使を決議し、この国際社会の同意の下でのアメリカ軍を中心
に編成された多国籍軍の軍事作戦がイラク軍をクウェートから追い出した。国際社会は無法
行為に対する一致団結した決意を示すことによって、ジョージ・H・W・ブッシュ大統領の
言う冷戦後の「新世界秩序」を守ったかのように見えた。しかし一方で、冷戦の崩壊は米ソ
超大国に緊張関係によって保たれていた二極構造の安定性が揺らぐことを意味していた。つ
まり、世界的な民主化の流れが必ずしも成熟した自由主義国家の増加を示すわけではなく、
第三世界においては、逆に民主主義から権威主義的政府へと逆行するケースすら見られたの
である。従って、国際法を尊重する自由主義諸国の協力体制によって平和を維持するという
アメリカが構想したカント的国際秩序とは逆のホッブス的な混沌の世界が予測された。例え
ば、ソ連解体の過程で権力の「真空地帯」となった中央アジアで動き始めた民族主義を地政
学的変動と位置づけたズビグニュー・ブレジンスキーも冷戦後の世界を「グローバルな無秩
序」と考えた。（10）実際、中央アジアや中東、バルカン半島に連なる「ユーラシアの楕円地域」
（今日で言う「不安定の弧」）は歴史的にも世界に影響をおよぼす大規模な戦争を発生させ
ており、1991年からのユーゴスラビア連邦解体にともなう独立運動の動きは、複雑な歴史的、
民族的背景をもつ地域紛争へと発展し、国連の関与にもかかわらず、紛争解決には10年近く
も要した。国際紛争は従来の国際政治におけるアクターとしての国家間の問題に加え、その
解決を困難にさせる複雑な民族問題が深く絡まっている。こうした混沌たる国際情勢を踏ま
え、1993年、サミュエル・ハンチントンはイデオロギーや経済上の対立に代わって、「異な
る文明下にある国家や集団によって引き起こされる文明の衝突が、今後の世界政治をめぐる
紛争の主な要因となっていくだろう」と述べ、リベラルの楽観論を戒めた。（11）ハンチントン
によれば、冷戦後、歴史、宗教、生活習慣など文化伝統を共有する民族集団が、国民国家シ
ステムの定めた国境とは無関係にアイデンティティを主張するようになったため、民族・文
化集団同士が対立する傾向を強め、結果として世界は統合に向かうのではなく、「文明上の
断層ライン」によって分断されつつある。文化間の「違い」を意識することがアイデンティ
ティの意味だとすれば、文化アイデンティティの確立を求める動きは、ハンチントンにとっ
て、異文化の排除の動きとなって現れる。ハンチントンは、世界は「七つ、あるいは八つの
主要な文明」（12）によって構成されており、その文明のうちの一つに過ぎない西欧文明が文明
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化の名の下に、民主主義やリベラリズムといった西欧的価値観を普遍的価値として非西欧世
界に押し付ければ、当然反発を買うことになると主張した。「西欧世界が（個人主義、自由
主義、立憲主義、人権、平等、自由、法の支配、民主主義、自由市場、政教分離といった）
概念を広めようと努力すれば、逆に『人権帝国主義』に対する反発を呼び、みずからに固有
な文化への認識の強化を誘うだけである。」（13）グローバル化が進めば、「非西欧社会が西欧化
するわけでもない」し、むしろ逆にそれに対抗する動きが起こって来る。「西欧文明」対「非
西欧文明」の対立の構図が、米ソの鉄のカーテンが消滅した後、姿を現したのである。（14）
　冷戦に取って代わる新たな「文明の衝突」に備えるために、ハンチントンは、自らのアイ
デンティティを主張し始めた「非西欧」の脅威に対抗し、西欧世界もまた、経済力と軍事力
を維持するだけでなく、自文化のアイデンティティを規定する西欧的価値観のもとに団結す
る必要があると考えている。とりわけアメリカにおいてはベトナム戦争以後、非ヨーロッパ
系移民の増大、人種的優遇措置、公用語問題、歴史修正主義、多文化主義、文化戦争などを
めぐって国論が分裂し、「アメリカとは何なのか」、「アメリカ人とは誰なのか」というナシ
ョナル・アイデンティティの定義に対するコンセンサスは失われた。今や「アメリカ人は平
等な権利をもつ個人からなる一つの国民であり、主にアングロ－プロテスタントの中心的な
文化を共有し、アメリカの信条であるリベラルな民主主義の原則に忠実な人びと」であるこ
とを忘れ、愛国心を失いつつある。経済のグローバル化と社会の多民族化の進展を背景とし
て、行き過ぎた個人主義と集団的権利の主張が人々の国家への帰属意識を失わせ、アメリカ
を「分裂」に導いている。（15）西欧世界のリーダーであるにもかかわらず、このようにアメリ
カが内部から崩壊しつつあるというハンチントンの危機感は、所得格差が拡がり、企業は利
益を求めて海外に工場を移転し、外国企業がアメリカ国内の資産を買い求めるという国内状
況が生み出した一般国民の不満や失望感と無縁ではないだろう。60年代以降のアメリカ経済
の相対的地位の低下もまたアメリカの自信喪失の要因であり、それは冷戦の勝利感によって
も解消できるものではなかった。
　冷戦の勝利によって唯一の超大国として覇権を維持しながらも、世界経済におけるアメリ
カの卓越性の低下はアメリカの「衰退」として見なされるようになっていた。ソ連と対抗す
るための軍事的支出が経済を圧迫し、成長率の著しい低下を招いていたアメリカとは反対に、
防衛支出を抑え、生産を拡大していた日本やドイツが1960年代以降、アメリカの経済的優位
を脅かしていたのである。第二次世界大戦後、圧倒的な経済力と軍事力をもって、パクス・
アメリカーナを築いたアメリカであったが、ベトナム戦争の戦費の膨張によって財政が悪化
したため、1971年にはニクソン大統領は一方的にドルと金の交換を断ち切り、以後世界各国
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は不安定な変動為替相場制を採用せざるを得なくなった。このブレトンウッズ体制の崩壊は
もはや米国一国が世界経済を支えることができなくなった表れであり、固定為替相場制の下
で唯一の信頼できる国際通貨としてのドルを基軸に安定した成長を遂げてきた世界経済は、
やがて日・米・欧の三極の経済ブロックを生み出すきっかけとなった。戦後、世界にドルを
供給し続けていたアメリカは今や自国の財政赤字を外債によって補填せざるを得ない状況と
なり、世界経済に対するその構造的依存を強めた。こうした経済規模の相対的低下にもかか
わらず、アメリカは覇権国として相変わらず世界安全保障上の責任を担い続け、軍事支出を
増大させた結果、レーガンの時代には空前の財政赤字と経常赤字という「双子の赤字」を生
み出すことになった。ソ連との軍事競争を最優先しながらも、「小さな政府」を提唱したレ
ーガン大統領はサプライサイド経済の理論を採用し、減税と規制緩和によって70年代以来の
スタグフレーションを脱することに成功したが、その景気拡大は対外債務に依存していたた
め、「一九八三年まで世界最大の債権国であった米国を一九八六年には最大の債務国にして
しまったのである。」（16）1987年にポール・ケネディは、その経済規模に見合わない軍事支出
を続けるアメリカは、帝国的版図をひろげ過ぎた過去の覇権国と同様に、衰退へと向かって
いると述べた。「アメリカが現在の地位を維持できるかどうかをめぐってひろく議論される
ようになった問題にたいする唯一の答えは、『できない』である。」（17）ケネディはアメリカの
衰退がゆるやかであると考えているものの、まさに多極化しつつある世界においてアメリカ
の覇権が揺らいでいることを明確に意識させた。政治的、イデオロギー的世界支配をめぐっ
てのソ連との軍事競争に勝利を収めたものの、その間、経済上のライバル国、とりわけ日本
は軍事支出を抑えて生産の効率を上げ、保護貿易政策によって対米黒字を伸ばし、「1988年
末に推定3000億ドル以上の対外純資産…を持つ世界最大の債権国」となったのである。80年
代の終わりには「米国民の五六パーセントは『日本のような経済上のライバルの方が、ソ連
などの軍事上の敵対国よりも、国家の安全にとって大きな脅威となる』と考えるようになっ
た。」（18）今やアメリカは、不況の原因をアメリカの対日貿易赤字にあるとし、グローバル化
による雇用喪失によって職を失ったアメリカ人労働者の支持を得て、日本経済の成功を「異
質な」文化に根ざした日本の不公正な取引慣行によるものと非難した。日本の巨額な貿易黒
字に対する国民の不満は保護主義へと向かう国内の圧力となって表れ、レーガン政権は1985
年には対日赤字是正のためにドル相場を大幅に引き下げることによって負債を帳消しにしよ
うと日本との間にプラザ合意をとりつけ、1986年にはハイテク産業での遅れを取り戻すため
に日米半導体協定を日本に押し付けた。しかし貿易収支の改善は十分に進まず、レーガンの
後、1989年にスタートしたジョージ・H・W・ブッシュ政権においても「日本市場の閉鎖性」
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を理由に1990年まで日米構造協議を行い、「システム全体を米国ルールにしたがって再編す
ることによって、日本産業の弱体化をはかることが目指された。」（19）戦後以来自由貿易体制
の下で世界市場の開放を推し進めてきたアメリカは経済競争の時代を勝ち抜くために保護主
義的な戦略的管理貿易政策を採ることすら辞さなくなったのである。これはギルピンによれ
ば、無条件に開かれた自由貿易を推し進めてきたアメリカが戦後以来始めて「非常に偏狭で
ナショナリスト的な対外経済政策」への変換を行ったことを意味した。（20）
　1980年代にレーガノミックスは好景気をもたらしたが、それは外国からの巨額の借金によ
って支えられたものであり、経済成長が外債の増大によってあがなわれるということはアメ
リカ経済の脆弱さを示すものと考えられていた。まさにレーガンの負の遺産であった双子の
赤字の解消し、経済戦争に勝利することこそが、党派を超えたアメリカの課題であるとのコ
ンセンサスが形成されたのである。この問題を解決できなかったブッシュ大統領に代わって
1992年に政権の座ついたクリントン大統領は、アメリカ経済の再生を最優先の課題として掲
げ、国家安全保障の要としての「経済安全保障」を説いた。これは従来の「小さな政府」の
機能とは打って変わって、国民の自助努力を求めながらも市場原理にすべてを任せるのでは
なく、アメリカ政府が戦略的にグローバル経済に介入して、国際経済基準やルールを設定し、
知的所有権を保護するなどしてアメリカ企業が有利に競争力を発揮できるような国際経済環
境を整備するという政府の機能を重視するものである。例えば、クリントン政権の「戦略的
管理貿易政策論」は「規模の経済性のあるハイテク先端産業部門が世界市場で競争力を保持
するためには、競争相手国から時刻の市場を一定期間保護し、自国企業に補助金を与える一
方、競争相手国の市場を早期に解放させ」、従わなければ、スーパー301条など報復的な制裁
措置をとることを正当化している。（21）クリントン政権下で経済諮問委員長とったローラ・タ
イソンは1986年に始まる半導体協定をめぐる日米交渉の中で「対抗措置をとるという脅しを
かけて米国の圧力を継続させたことが、一九八九年から始まった日本市場でのアメリカのシ
ェア拡大に決定的役割を果たした」と評価している。（22）ギルピンによれば、このアメリカの
通商政策における「攻撃的単独主義」を象徴する半導体協定は「米国の世界市場におけるシ
ェアを安定させシリコン・バレー興隆の基盤を築いた」のである。（23）
　しかし、貿易全体からみてわずかな割合でしかない半導体における管理貿易によって貿易
収支を左右することは不可能である。むしろ戦略的管理貿易政策はアメリカの経常赤字を改
善することよりも、日本の目を見張るような半導体産業の台頭に対し、将来のグローバル化
された世界において、軍事的にも経済的にも決定的な戦略的重要性をもつ先端技術産業を保
護育成し、この分野における優位を確実なものとする目的を持っていた。実際、アメリカの
58　和洋女子大学紀要　第49集（人文系編）
貿易赤字は、プラザ合意におけるドルの減価によって貿易不均衡の是正が行われ、国際資本
市場がアメリカの赤字をファイナンスし続ける以上、もはや問題ではないと考えられるよう
になっていた。クリントン政権の労働長官ロバート・ライシュは1991年に言っている。「外
国への借金は少しも恐ろしいことでも誤ったことでもない。」「その国しかない生産要素―特
にその国の国民、そして国民を一つにつなぎ、世界ともつなぐ輸送・通信システム―への投
資が、将来にとってきわめて重要」であり、そしてそのための資金を世界がファイナンスす
るのであれば、経済成長を維持する限りにおいて国の借金とはその国の競争力の証明である。
要するに、ライシュにとって、「国が世界から資本を集められる能力」が問われるのであって、
それは『他の国とは違った魅力を形成する」「労働者の技能と社会資本の質」、すなわち、専
門技術を持ち、グローバル経済に参加することのできる熟練労働者を育成し、「国内で高付
加価値生産（高度な設計、工学技術、組立て、システム統合など）を行う企業に対する政府
援助を容認する」か否かにかかっている。このライシュの言う「積極的ナショナリズム」は
21世紀における経済活動にとって死活的問題となる情報・通信のインフラを国家主導の下に
整備し、ハイテク資本集約型産業やサービス業を育成することによって、フォーディズムに
よる大量生産体制の終焉に伴うポスト工業化社会への移行という産業構造の変化を乗り越
え、冷戦後の経済競争の時代においてもアメリカのリーダーシップを維持する目的を持って
いた。今日のインターネット、ＧＰＳ、商取引のための情報デジタル化システムは冷戦時代
のアメリカの軍事情報通信ネットワークが軍民転換によって民間に解放されたものであり、
国家安全保障のノウハウが経済活性化に転用されたという点で、クリントン政権の経済産業
政策はまさしく国家安全保障戦略と一体化していたことを示している。（24）
　冷戦終結後のアメリカの先端軍事技術の民間移転はアメリカにおいて爆発的な情報革命を
生み出し、ＩＴ産業を中心とするベンチャー企業を含む民間経済部門を急速に活性化させ、
1990年代半ばには「ニューエコノミー」と呼ばれた景気拡大をもたらした。ＩＴ産業の成長
と情報ネットワーク技術の確立は情報通信網におけるアメリカ標準を全世界に普及させ、経
済グローバリゼーションを推し進める原動力となった。ブッシュ政権から引き継いだ市場最
悪の2900億ドルの財政赤字はクリントン政権において解消され、財政黒字すら見込まれる環
境が出現した。さらにクリントン政権は、当初経常収支が赤字だったにもかかわらず、財務
省のドル高政策を容認し続け、海外からの大量の資金の国内流入をはかり、1999年にはグラ
ム・リーチ・ブライリー法を可決させ、大恐慌以来は規制されていた銀行・証券の垣根を撤
廃し、さらなる資金流入の受け皿を作り出した。銀行、証券、保険、クレジットなどあらゆ
る金融業務を一手に引き受ける金融コングロマリットが誕生し、金融自由化の流れは法的規
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制の緩和の下で、大量の資金の瞬時の移動を可能にした情報通信技術の普及と相まって、未
曾有の金融・株式市場の活況をニューヨークにもたらした。しかし、ウォール街の盛況は単
に市場の力が生んだものではなく、金利によって基軸通貨としてのドルの流通を調節するＦ
ＲＢとマネタリズムを国家経済戦略の中心におく財務省によって創出されたのである。1995
年から99年までクリントン政権における財務長官だったロバート・ルービンはウォール街出
身であり、彼の金融規制緩和政策は海外の資本規制を取り除き、金融のグローバル化を押し
進めた。しかし、その「開かれた」国際金融市場はあくまで、ドル建てでのアメリカ債権の
目減りをなくそうとする世界各国の事情を逆手にとり、ドルを一層アメリカへと還流させる
構造を持っていた。クリントン政権下に成し遂げられたアメリカ経済の再生は、第二次世界
大戦後、世界通貨システムを安定させ、世界経済を成長させるという国際的同意のもとで決
定された基軸通貨としてのドルの特権的地位を利用することなしには成し遂げられなかった
と考えられる。
　第二次世界大戦後、アメリカはグローバルな利益を追求することを目指し、国際公共財と
してのドルを提供し、その流通を確実なものとするためにＩＭＦ（国際通貨基金）や世界銀
行を設立し、自由貿易システムを築き上げることで世界経済の高度成長を成し遂げた。しか
しクリントン政権における国家再生をかけたアメリカの経済プログラムはそうした国際公共
財の積極的利用によって金融のグローバリゼーションを拡大したものの、世界全体の利益を
視野に入れていたかどうかは疑問である。1971年のニクソン・ショック以降、ＩＭＦは本来
の固定相場システムの監視任務を追え、赤字国に対する緊急資金融資を行う「最後の貸し手」
としての機能に集中し、世界銀行とともに、アフリカやラテンアメリカなど第三世界の債務
国に融資を行っていたが、それは債務国に対する「構造調整」― 緊縮財政と自由化 ― の要
求を伴っていた。しかし、1982年、メキシコが債務不履行を宣言すると「債務危機」が表面
化し、アメリカ指導の下にＩＭＦと世界銀行がすべての債務国の借金返済を確保するために
厳格な「構造調整」を強要することを決定した。先進国の銀行や投資家の保護のために行わ
れた金融自由化と市場開放の圧力は第三世界の国々の経済を回復させるどころか、「何百万も
の人々に言いつくせないほどの苦しみを与え、格差の拡大をもたらした」と言われている。
こうした返済不可能なほどの借金の重荷を背負う途上国に対し国家的障壁の撤廃を求めるＩ
ＭＦや世界銀行の方針は、世界的な金融自由化を目指すアメリカ政府の意向を反映している
ために「ワシントン・コンセンサス」と呼ばれ、実際にルービン財務長官の後継者であるロ
ーレンス・サマーズは90年代初めに世界銀行のチーフエコノミストとなって途上国への融資
条件を策定した。ウォール街がいかに好景気に沸いたとしても、1990年代における70以上の
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アジア・アフリカ諸国に対する構造調整は、それが長ければ長いほど、「債務状況を悪化さ
せていることが明らかとなっている。」（25）多国籍企業の収益も含め、「南」から「北」への大
量の資金が流れ、自由化により流動性が高まった資本は国際金融市場において、ヘッジファ
ンドやデリバティブなどの投機的投資の爆発的拡大をもたらした。制御のきかなくなったマ
ネーの流れは1997年のアジア金融危機、1998年のロシアの経済破綻、1999年のブラジルやア
ルゼンチンの通貨危機を引き起こし世界経済を混乱に陥れた。誰も予想もしなかったような
金融恐慌の連鎖の中で、ＦＲＢは適切な金利の引き下げによってアメリカの株式市場の大暴
落を防ぐことができたが、世界の何百万もの人々の職を奪い、貧困に陥れる一方、少数の裕
福な機関投資家が大きな利益を得るような事態を招いたワシントンの決定とそれが推進する
グローバリゼーションに対する反感が強まった。象徴的な出来事は1999年のシアトルでのＷ
ＴＯの貿易自由化をめぐる会議が、草の根レベルで組織された環境保護活動家や市民団体に
よる妨害を受けたことである。国際開発計画の1999年報告によれば、「最も貧しい人々や国
と最も豊かな人々や国の間の格差はますます拡大する一方である。1960年には、最も豊かな
国に住む世界人口の20％は最も貧しい20％の人々の30倍の所得があり、1997年にはさらにそ
の差は開いて74倍以上に達した」が、グローバリゼーションの恩恵を受けているはずのアメ
リカにおいても「持てる者」と「持たざる者」の貧富の差が拡大した。（26）確かにクリントン
政権は世界に先駆けＩＴ技術を経済活動にと結びつけ、「独り勝ち」ともいうべき持続的好
景気の土台を築いたが、それがもたらした内外の所得格差拡大に真剣に取り組むことはなか
った。軍事的ライバル不在の中で、自国の経済的繁栄を謳歌するのに忙しかったアメリカの
視線は内に向いていた。そのような時、９．11同時多発テロがアメリカの軍事・金融・経済
の中枢を襲ったのである。
　2001年のニューヨーク貿易センタービルとワシントンのペンタゴンに対する旅客機を使っ
た自爆テロ攻撃は世界を震撼させたが、誰よりもアメリカの安全性を確信していたアメリカ
国民に衝撃を与えた。世界中に貧富の差を拡大し、富の一極集中を引き起こしたグローバリ
ゼーションの発信地としてのアメリカと国際政治・経済システムの心臓部に対する攻撃は世
界的に高まりつつある反グローバリズムのうねりの一端であり、400年にわたる資本主義シ
ステムの危機が顕在化した歴史的転換点とすら考えられた。グローバリゼーションのゆがみ
がアメリカによる一極支配もたらし、市場競争に敗れた人々を一層の困窮に追いやるだけで
なく、アメリカがもたらす消費文化の文化帝国主義的浸透が、人々の依存する伝統社会を崩
壊の瀬戸際に立たせることになっていたが、とうとう追い詰められた人々、とりわけ、グロ
ーバリゼーションの波から取り残されていたイスラム世界は、拡大する西欧の世俗的価値観
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に対する反発を強め、イスラム原理主義者のテロリズムという形でアメリカへの反抗を開始
したかのようであった。まさにハンチントンの予言 ―「西洋対非西洋」、「イスラム対非イ
スラム」の終わりなき文明間の衝突 ― が的中したと思われた。遠い中東の出来事でしかな
かった血なまぐさい民族紛争や宗教対立や果てしないテロの連鎖の悪夢が、繁栄に沸くアメ
リカを直撃したことはテロリズムもまたグローバル化したことを如実に示していた。この非
国家的主体による奇襲攻撃に対し、９月20日、第43代大統領ジョージ・Ｗ・ブッシュはこれ
をアメリカおよび自由世界に対する「戦争行為」とみなし、地球規模の対テロ戦争を行う決
意を表明した。しかし、同時にブッシュ大統領は世界人口の20％を占めるイスラム教徒を敵
に回しての「文明の衝突」を回避するため、ソ連を「悪の帝国」と名指ししたレーガン以来
の倫理的基準を安全保障政策に導入し、自由世界の守護者としての伝統的な「世界の警察官」
のイメージを復活させた。彼は言った、「今晩、われわれは危険に目覚め、自由を守るため
に一つに結集した国民なのである。われわれの悲しみは怒りに変わり、怒りは決意となった。
我々が敵を裁きにかけるにせよ、敵が相応の報いを受けるにせよ、正義は果たされるだろう。」
市民を標的とする無差別テロに対する怒りが真珠湾攻撃以来の国民的団結をアメリカにもた
らし、同時多発テロ直後のブッシュ大統領の支持率は、ギャロップ調査では、史上最高の90
％を記録した。（27）さらにブッシュ大統領は「自由の敵」である「テロリストをかくまうか、
支持するどんな国もアメリカによって敵国として見なされるだろう」と宣言し、イスラム原
理主義者のオサマ・ビン・ラディンの率いる国際テロリスト集団アルカイダを支持している
アフガニスタンのタリバン政権を非難し、テロリストを引き渡すよう要求した。（28）タリバン
政権に拒否されたアメリカは、世界から「有志連合」参加国を募り、国連の安保理決議を経
ずに10月７日から空爆を開始し、反タリバン勢力と共同でアフガン国内の国際テロ組織アル
カイダとイスラム原理主義勢力タリバンに対し、地上兵力を投入した。厳格なイスラム法を
強制し、国民を弾圧していたタリバン政権は２ヶ月の戦闘で崩壊し、代わって民主国家樹立
のための暫定行政機構が、国連の援助の下で、国家の復興を開始した。国連は2007年に至っ
てＮＡＴＯ主導の国際治安支援部隊（ＩＳＡＦ）のアフガニスタンでの活動期限延長のため
の決議に「有志連合」による軍事行動（「不朽の自由作戦」）に対する謝意を盛り込み、遅れ
ばせながら、対テロ戦争にお墨付きを与えた。国際社会はアメリカのリーダーシップの下で
の対テロ戦争を支持し、アメリカは軍事行動によってテロの根絶を図るだけでなく、武力に
よるテロ支援国家の打倒を目指すようになる。
　９．11同時多発テロはアメリカの安全保障戦略に劇的な変化をもたらし、それとともに国
際環境も大きく変化することとなった。アメリカは国土安全保障省を創設し、また愛国法を
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制定して国内の取り締まりを強化するなど国土防衛を最優先としたが、冷戦時におけるソ連
の膨張主義を「封じ込め」を目的とした通常戦力による抑止戦略から、世界全体をカバーす
るテロリストとの「非対称戦争」を想定し、敵性国家の体制打倒をも目指す攻撃的戦略へと
転換した。2002年１月29日、ブッシュ大統領はイラク、北朝鮮、イランを「悪の枢軸」と呼
び、自国民すら虐げるこれらテロ支援国家が大量破壊兵器を入手しようとしていると非難し
た。同年９月発表の『アメリカ国家安全保障戦略』においては単独行動をためらわず「無法
国家」に対する先制攻撃を容認する、いわゆる「ブッシュ・ドクトリン」が示された。ブッ
シュによれば、「脅威が大きいほど、行動を取らないことのリスクは大きく、また敵の攻撃
の時間と場所が不確かであっても、自衛のために先制攻撃を行う論拠が強まる。敵によるそ
のような敵対行為を未然に防ぐために、米国は必要ならば先制的に行動する。」（29）ブッシュ
政権はヒトラーへ妥協の許したミュンヘン会談と真珠湾攻撃、そして９．11同時多発テロの
教訓を説き、イラクの大量破壊兵器の脅威を訴え、国連による査察を要請した。2003年３月
19日、要求に応じなかったイラクに対し、アメリカは国連の決議も経ず、またフランス、ド
イツ、ロシア、中国などの反対を押し切り、20カ国以上の「有志連合」を率いて「イラクの
自由作戦」を開始、またたく間に全土を制圧、５月１日には戦闘終結宣言を発表した。この
イラク戦争においてアメリカはＲＭＡ（軍事革命）によって達成された指揮系統のコンピュ
ータ化とハイテク兵器を実戦使用し、他に並ぶもののないアメリカの一極支配に裏づけられ
た一方的勝利を全世界に見せつけた。今や「アメリカは、軍事、経済、技術、そして文化に
おいて圧倒的な支配力を保持している」と言われ、新たなパクス・アメリカーナを構築した
とすら言われた。（30）ブッシュ政権の外交・安全保障政策を立案していたネオコン（新保守主
義）の論者たちは勝ち誇ったように述べている、「自らの信条と、無比の軍事力と経済力に
支えられた米国は、自国の安全を確保し、同時に世界中に自由の大義を広めるのだ ― まず
バグダッドで、そしてバグダッドを踏み越えた彼方へ。」（31）
　しかし、開戦直後から国際社会の同意を得ずにイラクに侵攻を開始したブッシュ政権に対
し、世界各地で「反米」、「反戦」のデモが広がった。国際法を無視し、他国領土に攻め入る
ことは侵略行為であり、アメリカこそ「無法国家」であるとの批判が起った。さらに、第二
次世界大戦以降のアメリカ外交の基調であった国連を中心とする多国間協調主義は、武力依
存の「帝国主義」的外交へと取って換わったとする見方も現れた。確かにアメリカの軍事的
優位は自由貿易体制と国際システムの維持に不可欠であり、自由主義の拡大は戦後アメリカ
政権の目標であり続けたが、その一国中心主義には覇権国としての責任を果たさなければな
らないという理想主義的な使命感に裏打ちされていた。しかし、そうした国際主義的理想主
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義を放棄し、ホッブス的な「万人に対する万人の戦い」を生き残るためには武力しかないと
するネオコンの一人ロバート・ケーガンは今や「アメリカはヨーロッパほどには、カントの
いう永遠平和の夢の実現に近づいているとは考えていない」とすら言っている。（32）理想主義
があってこそ、戦後世界において各国はアメリカの覇権を受け入れ、その単独主義をリーダ
ーシップの行使とみなして支持した。しかし、今日、自国の利益追求のために世界経済のア
メリカ化を推し進め、軍事力によって民主主義を普及させようとする姿勢は、かつての敵国
ソ連が軍事的威嚇によって世界に共産主義を広めようとしたのに似ている。もちろん、フラ
ンシス・フクヤマも言うように「今日世界で広く受け入れられている正統な思想体系は、自
由民主主義以外にないということは明白」であり、もはや共産主義と自由主義の比較は意味
をなさないが、民主主義の推進には外部からの強制ではなく、「民主化の主導権が、問題と
なっている社会の内側から出てこなければならない」のである。（33）実際、イラクにおいては
「民主化」は困難に直面し、復興開始直後から武装勢力の抵抗に会い、アメリカ軍の死傷者
数が増え続けた。民間人をも巻き込んだ治安の悪化によってイラク情勢は「どろ沼化」の様
相を呈し、アメリカ国民にベトナム戦争をほうふつとさせた。とりわけ2004年５月に明るみ
に出たアブグレイブ刑務所による捕虜虐待事件はイラクを圧制から解放するというアメリカ
の「善意」による介入に疑問を投げかけることになり、国際的威信の低下につながった。さ
らに同年10月、アメリカの調査団によって「イラクに大量破壊兵器は存在しない」との最終
報告が提出され、開戦の大義名分を作るためにブッシュ政権がイラクの脅威を誇張する情報
操作を行った疑惑が深まり、アメリカ国民の間にも戦争に対する疑問の声が高まった。いま
だに立証されていないアルカイダとイラクの関係に言及し、戦争の必要性を訴えていた副大
統領のディック・チェイニーは1995年から2000年まで世界最大の石油掘削機の販売会社ハリ
バートンの最高経営責任者であり、イラク戦争で巨額の富を得たと取沙汰された。実際、イ
ラク侵攻は９．11テロのはるか以前から計画されていたことは知られており、マイケル・ク
レアによれば、2001年５月に公表されたチェイニーが率いる「国家エネルギー開発グループ」
（ＮＥＰＤＧ）による『国家エネルギー政策（ＮＥＰ）』にはアメリカが今後も莫大な石油
消費を続ければ、ますます海外からの石油依存を強める傾向にあることを指摘している。エ
ネルギー危機が予測される中で、今やエネルギー政策は安全保障戦略と不可分となっていた。
「チェイニーは長年、ペルシャ湾のエネルギーの戦略的重要性と、それを確保するための、
強力な戦力投入能力の必要性の両方を主張していた。」ペルシャ湾とカスピ海沿岸地域を中
心とする「不安定の弧」と呼ばれる地域は石油と天然ガスの宝庫としての地政学的重要性を
持つと共にテロリストの巣窟である。アメリカはこの地域に「テロとの戦い」を理由に軍を
64　和洋女子大学紀要　第49集（人文系編）
展開しているが、「実際、テロリストと戦うために計画されたアメリカの軍事作戦と、エネル
ギー資産を守るために企画された作戦を区別するのは、むずかしくなっている。」（34）従って、
アメリカが「石油を得るためにイラクに攻め込んだ」と疑われたのも故ないことではない。
政情不安や増産能力の点から見ても、ペルシャ湾岸諸国の中で唯一石油の世界需要をまかな
えるのは、未開発のまま世界第二位の埋蔵量の石油を放置していたサダム・フセインのイラ
クだったからである。また「テロとの闘い」は冷戦終了後、大幅に削減されていた軍事費の
増額を可能にし、５年以上にもおよぶアフガニスタンとイラクにおける戦闘は軍需産業を活
性化させ、レーガン時代以来の特需を生み出したが、そのコストは「３兆ドル」とすら言わ
れている。ジョセフ・Ｅ・スティグリッツとリンダ・ビルムズによれば「アメリカの直接的
な軍事活動のコスト…は、12年続いたベトナム戦争のコストをすでに超え、朝鮮戦争のコス
トの二倍以上にもなる。そして、たとえ最良のシナリオでさえ、これらのコストは湾岸戦争
のほぼ10倍、ベトナム戦争の一・五倍、第一次世界大戦の二倍になると推定される。」（35）ク
リントン政権時には黒字であった財政支出も2004年で史上最高の4130億ドルの赤字となり、
２期目最後の2008年においても3890億ドルと若干の改善を見せたに過ぎなかった。ブッシュ
は2008年２月のギャラップ調査では歴代大統領の中で史上最低の支持率18％を記録した。（36）
　９．11同時多発テロは、結果的に冷戦後の縮小した軍事費の大幅な増大を可能にし、アメ
リカの軍事力のグローバルな展開能力を高め、史上に例のない圧倒的な軍事的優位を確立し
た。今やあらゆる領域において「アメリカの力は空前無比のものになっている。」（37）アメリ
カは1970年代から80年代にかけての経済における相対的地位の低下と「覇権の衰退」の危機
をクリントン政権時の国家経済戦略とジョージ・Ｗ・ブッシュ政権時の「新帝国主義」戦略
によって乗り越えたかに見える。しかし、これら政権による単独主義的な国益の追求、そし
てそれが意味するところのシステム全体に対する責任感の欠如こそ「覇権の衰退」の兆候で
あるとも言える。実際、アメリカの恒常的な赤字体質は、その世界経済への依存度を物語っ
ている。たとえそれがアメリカ発であろうともグローバリゼーションの進展は世界的な相互
依存の拡大と深化を意味しており、アメリカはまさにその中心に位置しているのである。そ
れにもかかわらず、アメリカは2001年以降、「軍事力というハード・パワーに注目してソフト・
パワーを軽視しており、その証拠にいくつもの国際条約、国際規範、国際交渉に背を向けて
いる」のは「傲慢」のそしりを免れない。（38）軍事力が単に国益追求の手段であるならば、ア
メリカは孤立し、過去の帝国と同じ運命を辿ることとなる。20世紀の２つの世界大戦を引き
起こしたのは、自国の利益を守るために他国を犠牲にすることをいとわない孤立主義的思考
と軍事力に依存した帝国主義的野望であったはずである。第二次世界大戦を終結に導いた決
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定的な要因はアメリカの軍事力であったことに間違いはないが、軍事的支配だけでは戦後に
おける日本とドイツの自由民主主義国家への変貌は起り得なかった。両国がその軍国主義的
精神を放棄することができたのは、アメリカを中心とする連合国の掲げていた国際平和への
高邁な理念に賛同したためであろう。日本占領を成功させた連合国軍最高指令官ダグラス・
マッカーサーはミズーリ号上の降伏調印式で述べた。「この厳粛なる式典を機会として、過
去の流血と蛮行からよりよき世界 ― 信頼と諒解との上に築かれる世界 ― 、人類の尊厳並び
に人類の最も希求する願い、すなわち自由、寛容および正義の実現のために捧げられた世界
が打ち樹（た）てられることこそ、余の最大の望みであり、まさにこれこそ人類の望みであ
る。」（39）自由主義のイデオロギーはそれが信念と行動によって裏付けられるとき、すべての
人々にとっての魅力となる。ジョセフ・Ｓ・ナイは「ソフト・パワー」とは「他国が従いた
くなる価値観」であり、「民主主義、個人の自由、社会的地位の上昇の可能性、開放性を重
視する価値観は、アメリカの大衆文化、高等教育、外交政策にたえず示されており、さまざ
まな分野でのアメリカの力に寄与している」と述べている。（40）最近のピュー国際意識調査プ
ロジェクトも、民心の把握にはハードパワーよりもソフトパワーの方が効果があることを示
している。「アメリカ合衆国とその政策の多くに対する敵意の拡がりにもかかわらず、それ
が促進する理想は広く人気がある。言論の自由、公正な選挙、えこひいきのない裁判は世界
中の人々にとっての大切な目標である。グローバリゼーションや貿易の拡大すら広く支持さ
れている。皮肉にも、これらの理想は地球規模で改宗者を得ているが、それはアメリカ合衆
国と関係があるためではなく、アメリカ合衆国と関係があるにもかかわらずなのである。」（41）
今や自由主義のイデオロギーが普遍化しつつあり、グローバリゼーションの流れを止めるこ
とができない以上、アメリカはその成り行きに責任を持たねばならない。21世紀におけるア
メリカの覇権のゆくえはアメリカがいかに世界の信頼を回復するかにかかっている。（42）
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